
 

 
平成 28 年３月 23 日 

産業労働観光部労政雇用課 
 
 
 
 
 
 

県では、県内の民間事業所に雇用されている労働者の賃金及び労働時間等の実態を明ら 

かにし、労務管理の改善、労使関係の安定のための基礎資料とすることを目的として、毎 

年７月に「新潟県賃金労働時間等実態調査」を実施しています。 

 この度、平成 27 年度の調査結果がまとまりましたので公表します。 
 

＜調査結果のポイント＞ 

◎ 賃金の状況(一般労働者) 

・ 賃金支給総額は 273,240 円（所定内 254,221 円＋所定外 19,019 円）で、前年(269,699 円) 

に比べ 3,541 円(1.3%)増加 

・ 所定内賃金は 254,221 円で、前年(251,719 円)に比べ 2,502 円(1.0%)増加 

就業形態別では、 

正社員の所定内賃金は 263,006 円で、前年(261,376 円)に比べ 1,630 円(0.6%)増加 

その他労働者の所定内賃金は 187,900 円で、前年(185,289 円)に比べ 2,611 円(1.4%)増加 

男女別では、 

男性の所定内賃金は 274,963 円で、前年(273,519 円)に比べ 1,444 円(0.5%)増加 

女性の所定内賃金は 211,528 円で、前年(207,084 円)に比べ 4,444 円(2.1%)増加 

・ 所定外賃金は 19,019 円で、前年(17,980 円)に比べ 1,039 円(5.8%)増加 

 

 ◎ 育児休業の取得状況（男女とも過去最高） 

  ・男性の取得率は 3.2％（前年比 1.1 ポイント増） 

  ・女性の取得率は 98.4％（前年比 2.8 ポイント増） 

 

◎ パートタイム労働者の１時間当たりの所定内賃金は 939 円（前年比 31 円増） 

詳細は、別添概況をご覧ください。 

調査結果は、新潟県のホームページにも掲載しています。 

アドレス（http://www.pref.niigata.lg.jp/roseikoyo/1225742463546.html）

新潟県報道資料 

平成 27 年度新潟県賃金労働時間等実態調査の結果 
◎ 平成 27 年７月の賃金支給総額は 273,240 円（前年に比べ 1.3％増加） 

◎ 育児休業取得率は男性 3.2％、女性 98.4％でいずれも過去最高 
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平成 27年度新潟県賃金労働時間等実態調査の概況 

 
 
Ⅰ 調査の概要 

 

 

１ 調査目的 

この調査は、県内の民間事業所に雇用されている常用労働者の賃金、労働時間等の実態を明らかに

し、労務管理の改善、労使関係の安定のための基礎資料とすることを目的に、毎年７月に実施してい

る。 

 

２ 調査対象 

日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改訂）に定める産業分類が「農業，林業」「漁業」及び「公務」

を除く産業を対象としている。 

調査対象事業所は 2,845 事業所で、そのうち有効回答のあった 1,356 事業所（有効回答率 47.7％）

について集計した。また、調査対象事業所に雇用される常用労働者のうちから、一定の方法によって

抽出された労働者 23,169 人（うちパートタイム労働者 3,779 人）を集計対象労働者とした。 

 

３ 調査時点 

  ７月分の賃金、労働時間等について平成 27年７月 31 日現在で調査を実施した。 
  
（注）本調査における各労働者の分類は以下のとおりです。 

常用労働者： ① 期間を定めず雇用されている労働者 

       ② １か月を超える期間を定めて雇用されている労働者 

        ③ 日々又は 1か月以内の期間を定めて雇用されている労働者のうち、５月、６月

にそれぞれ 18日以上（パートの場合は 10 日以上）雇用された労働者 

 一般労働者（正社員＋その他労働者） 

：常用労働者からパートタイム労働者を除いた

労働者（フルタイム労働者） 

パートタイム労働者 

：常用労働者のうち、１日の所定内労働時間

又は１週間の所定労働日数が同一の事業所に

雇用される一般労働者より少ない労働者 
 

 

 

正社員：一般労働者のうち、事業所におい

て正社員及び正職員とする労働者 

その他労働者：一般労働者のうち、正社員

を除いた労働者（嘱託職員、契約社員等） 
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Ⅱ 結果の概要 

 

 

１ 労働者構成 

(1) 集計対象となった一般労働者数（以下「集計労働者」という）は 19,390 人で、男性が 13,050

人（67.3％）、女性が 6,340 人（32.7％）となっている。 

規模別では中小企業が 13,828 人(男性 9,617 人、女性 4,211 人)、大企業が 5,562 人(男性 3,433

人、女性 2,129 人)で、その構成比は中小企業が 71.3％、大企業が 28.7％となっている。 

 (2) 平均年齢は労働者全体で 42.6 歳、男女別では男性が 43.1 歳、女性が 41.6 歳である。 

規模別では中小企業が 43.3 歳（男性 43.9 歳、女性 42.1 歳）、大企業が 40.9 歳（男性 41.0 歳、

女性 40.7 歳）となっている。 

(3) 平均勤続年数は労働者全体で 12.3 年、男女別では男性が 13.0 年、女性が 10.7 年である。 

規模別では中小企業が 12.0 年（男性 12.5 年、女性 10.8 年）、大企業が 13.0 年（男性 14.4 年、

女性 10.6 年）となっている。 

第１表 労働者構成 

対象労働者数 平均年齢 平均勤続年数 対象労働者数 平均年齢 平均勤続年数 対象労働者数 平均年齢 平均勤続年数

人 歳 年 人 歳 年 人 歳 年

合　計 19,390 42.6 12.3 13,828 43.3 12.0 5,562 40.9 13.0

男　性 13,050 43.1 13.0 9,617 43.9 12.5 3,433 41.0 14.4

女　性 6,340 41.6 10.7 4,211 42.1 10.8 2,129 40.7 10.6

区　分
規模計 中小企業 大企業

 
 

２ 賃 金 

７月の賃金支給総額は 273,240 円で、その内訳は、所定内賃金 254,221 円、所定外賃金 19,019 円

となっている。 

第２表 月間賃金支給額 

単位：円

賃　金
支給総額

所定内
賃金

所定外
賃金

賃　金
支給総額

所定内
賃金

所定外
賃金

273,240 254,221 19,019 269,699 251,719 17,980

（+1.3%） （+1.0%） （+5.8%）

 平成27年  平成26年

区　分

規模計

※（　）内は対前年増減率  
 
３ 男女・就業形態・企業規模・産業別所定内賃金 

 (1) 一般労働者全体の所定内賃金は 254,221 円で、前年に比べ 2,502 円増加している。 

 (2) 男女別では男性が 274,963 円、女性が 211,528 円となっている。 

 

第３表 男女別所定内賃金 

27年 26年
円 円 円 ％

男女計 254,221 251,719 2,502 1.0 － －

男  性 274,963 273,519 1,444 0.5 100.0    100.0    

女  性 211,528 207,084 4,444 2.1 76.9      75.7

対前年
増減額

対前年
増減率

男女間賃金格差
（男性=100）区　分 27年 26年
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(3) 就業形態別では正社員が 263,006 円、その他労働者が 187,900 円となっている。 

 

第４表 就業形態別所定内賃金 

27年 26年
円 円 円 ％

一般労働者計 254,221 251,719 2,502 1.0 - -

正社員 263,006 261,376 1,630 0.6 100.0    100.0    

その他労働者 187,900 185,289 2,611 1.4 71.4      70.9

区　分 27年 26年
対前年
増減額

対前年
増減率

就業形態間賃金格差

（正社員=100）

 
 

(4) 規模別では中小企業が 247,340 円、大企業が 271,330 円となっている。 

 

第５表 企業規模別所定内賃金 

27年 26年
対前年
増減額

対前年
増減率

27年 26年
対前年
増減額

対前年
増減率

27年 26年

円 円 円 ％ 円 円 円 ％

男女計 247,340 243,531 3,809 1.56 271,330 275,191 ▲ 3,861 ▲ 1.40 91.2 88.5

男  性 265,890 263,072 2,818 1.07 300,380 305,834 ▲ 5,454 ▲ 1.78 88.5 86.0

女  性 204,976 201,066 3,910 1.94 224,486 221,966 2,520 1.14 91.3 90.6

規模間賃金格差
（大企業=100）

区　分

中  小  企  業 大   企   業

 
 

(5) 産業別では「電気・ガス・熱供給・水道業」が 318,800 円と最も高く、「サービス業」が 219,327

円と最も低くなっている。 

 

第６表 産業別所定内賃金 

所定内
賃金

平均年齢

業種間

賃金格差

（産業計
=100）

所定内
賃金

平均年齢

業種間

賃金格差

（産業計
=100）

円 歳 円 歳

254,221 42.6 100.0

252,116 44.6 99.2 273,225 43.8 107.5

276,866 44.2 108.9 295,616 43.4 116.3

240,454 42.5 94.6 225,199 41.0 88.6

318,800 42.4 125.4 221,197 40.0 87.0

287,689 38.5 113.2 260,550 41.7 102.5

249,534 45.6 98.2 237,930 41.4 93.6

261,368 41.2 102.8 271,435 41.7 106.8

307,022 39.3 120.8 219,327 45.2 86.3

産　業　計

　鉱業,採石業,砂利採取業

　電気・ガス・熱供給・水道業

　建   設   業

　製   造   業

　生活関連サービス業，娯楽業

　情報通信業

　運輸業，郵便業

区　　分 区　　分

　宿泊業，飲食サービス業

　医療，福祉

　複合サービス事業

　サービス業

　卸売業，小売業

　不動産業,物品賃貸業

　学術研究,専門・技術サービス業

　教育,学習支援業

　金融業,保険業
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４ 労働時間 

(1) ７月の総実労働時間数は 177.8 時間で、その内訳は、所定内労働時間 166.7 時間、所定外労働

時間 11.1 時間となっている。 

(2) ７月の実労働日数は 21.9日で、規模別では中小企業が 22.0日、大企業が 21.6日となっている。 

 

第７表 月間労働時間数 

単位：時間

総実
労働時間

所定内
労働時間

所定外
労働時間

総実
労働時間

所定内
労働時間

所定外
労働時間

177.8 166.7 11.1 179.1 168.5 10.6

（▲0.7%) （▲1.1%） （4.7%）

区　　分

平成27年 平成26年

※（　）内は対前年増減率

規模計

 
 

５ 休 日 

 (1) 何らかの形で週休２日制を採用している事業所の割合は 94.0％である。 

    また、完全週休２日制を採用している事業所の割合は43.5％で、規模別では中小企業が34.3％、

大企業が 67.0％となっている。 

 (2) 年間休日総数は 108.4 日で、規模別では中小企業が 105.6 日、大企業が 113.1 日となっている。 

 

第８表 週休制の形態別事業所割合 

単位：％

計 完全 月３回 隔週 月２回 月１回

規模計 100.0 94.0 43.5 17.6 18.0 7.6 7.2 6.0

中小企業 100.0 93.1 34.3 17.9 22.2 9.6 9.1 6.9

大企業 100.0 96.2 67.0 16.8 7.5 2.6 2.3 3.8

その他区　分 事業所計
何らかの週休２日制

 
 

６ 休暇制度 

 年次有給休暇の付与日数は 16.6 日であり、取得日数は 6.5 日、取得率は 39.1％となっている。 

 

第９表 年次有給休暇の付与・取得状況 

付与日数 取得日数 取得率 付与日数 取得日数 取得率

日 日 ％ 日 日 ％

規模計 16.6 6.5 39.1 16.5 6.3 38.2

中小企業 16.4 6.4 38.8 16.4 6.2 38.1

大企業 17.2 6.8 39.6 16.9 6.5 38.7

平成27年
区　分

平成26年
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７ 育児休業制度 

 (1) 育児休業制度を労働協約、就業規則等で定めている事業所の割合は、中小企業で 87.1％、大企

業で 98.6％となっている。このうち中小企業では 5.1％、大企業では 4.7％が休業中の全期間又は

一部期間有給となっている。 

取得可能な休業期間は、中小企業、大企業とも「子が１歳６ヶ月まで（法定どおり）」が最も多

くなっている。 

第 10表 育児休業制度の規定状況 

単位：％

１歳６か月ま で

（法定どおり）

１歳６か月超

２歳に達するま で

２歳超

３歳に達するま で

３歳超

小学校就学ま で
その他

規模計 90.3      86.8      3.1        5.0       0.4       4.7       5.0          

中小企業 87.1      90.5      0.9        3.3       0.3       5.0       5.1          

大企業 98.6      78.2      8.3        9.1       0.6       3.9       4.7          

休　　業　　期　　間制度を

定めている

事業所

有給
事業所

区　分

 
 

(2) 平成 26 年７月１日から平成 27 年６月 30 日までの１年間に出産した者（配偶者が出産した男性

を含む）がいた事業所について、育児休業制度の利用者（予定含む）の割合を男女別にみると、

女性は 98.4％、男性は 3.2％となっている。 

 
第 11表 育児休業制度利用の労働者数 

 
単位：人、（　）内：％

規 模 計 621 ( 100.0 ) 20 （ 3.2 ） 601 （ 96.8 ） 566 （ 100.0 ） 557 （ 98.4 ） 9 （ 1.6 ）

中小企業 387 ( 100.0 ) 10 （ 2.6 ） 377 （ 97.4 ） 321 （ 100.0 ） 312 （ 97.2 ） 9 （ 2.8 ）

大 企 業 234 ( 100.0 ) 10 （ 4.3 ） 224 （ 95.7 ） 245 （ 100.0 ） 245 （ 100.0 ） 0 （ 0.0 ）

区　　分 配偶者が

出産した
男性労働者計

育児休業制度を

利用しなかった
女性労働者

女　　　　　性

育児休業制度を

利用した
男性労働者

（予定含む）

育児休業制度を

利用しなかった
男性労働者

男　　　　　性

出産した
女性労働者計

育児休業制度を

利用した
女性労働者

（予定含む）

 
 
８ パートタイム労働者の賃金等 

(1) 集計対象となったパートタイム労働者数は 3,779 人で、男女別では男性が 757 人(20.0％)、女

性が 3,022 人(80.0％)である。 

 (2) パートタイム労働者の７月の１時間当たりの所定内賃金は、939 円（前年 908 円）となっている。 

  


